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№16（月１回発行）
財務省関東財務局

かんとう きんゆうさーびすいんふぉ

関東財務局は、財務省の総合出先機関として、また、金融庁から事務委任を受け、関東甲

信越地区の１都９県において、財政や金融に関する業務を行っております。

ここでは、地域の皆様と金融サービスに関する情報を共有し、利用者保護の推進を図るこ

とを目的として、金融サービス利用者等に役立つ情報を分かり易く提供していくこととし

ています。

トピックス

証券取引等監視委員会（財務局監視官部門）では、無登録業者等(*)による未
公開株やファンドの販売・勧誘等の重大な金融商品取引法違反行為に対し、裁判
所への禁止又は停止命令の申立て及びそのための調査を行っています。

* 金融商品取引業の登録を受けていない無登録業者や適格機関投資家等特例業務届出者、有価証券届
出書を提出せずに有価証券の募集を行っている者 等

裁判所裁判所

違反行為者
（無登録業者等）

監視委（財務局監視官部門）による調査

①

②

禁止・停止命令
の申立て

③審問③審問

【背景】
無登録業者等による未公開株やファンド等の詐欺
的な投資勧誘被害が多発し社会問題化。

無登録業者等については、金融商品取引法上の
登録業者と異なり、監督・検査やそれに基づく行政
処分といった通常の行政対応が困難。

被害の拡大・未然防止に向けて、裁判所の禁止・
停止命令を十分活用できるよう、平成20年の法改
正により、禁止・停止命令の申立て及び調査の権
限を金融庁長官から日常的に証券取引を監視し
ている監視委に委任。

裁判所の命令に違反した場合、
・３年以下の懲役若しくは300万円以下の
罰金、又はこれを併科
・法人に３億円以下の罰金刑を重課

■ これまで、１５件の申立てを行っています。
（平成27年7月3日現在）

■ 公益・投資者保護のため緊急を要する事
案について、証券取引等監視委員会（財務
局）が必要な調査を行い、直接裁判所に申
し立てることにより、法令違反行為に迅速に
対応しています。

④

証券取引等
監視委員会
証券取引等
監視委員会

詳細につきましては、公表資料をご覧ください。

http://www.fsa.go.jp/sesc/actions/moushitate.htm （証券取引等監視委員会ホームページへリンク）

適格機関投資家等特例業務（プロ向けファンド）に係る業務執行が著しく適正を欠き、投資
者の利益が著しく害されている場合、その販売・勧誘行為に対して、禁止又は停止命令が行
えるよう金融商品取引法が改正されました。（平成27年6月3日公布、１年以内に施行）
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⑥株式等の取得勧誘

⑤ファンドの取得勧誘

④投資一任契約の締結の媒介

③ファンド出資金の運用等

②虚偽告知

①無届募集

禁止及び停止命令の対象違反行為

※１件の申立てで、
複数の違反行為
を行っているもの
がある。

③～⑥は無登録
での行為

公益・投資者保護のため緊急を要する場合、
裁判所が違反行為者に対し、行為の禁止又は停止
を命令（金融商品取引法第192条）



編集発行 関東財務局 理財部 金融監督第5課(048-600-1094）

注意喚起

無登録業者が、金融商品取引業を行う旨の表示をすることや、金融商品取引業を
行うことを目的として、金融商品取引契約の締結について勧誘をすることを禁止し
ています。

金融商品取引業を行う旨の表示金融商品取引業を行う旨の表示 金融商品取引業を行うことを目的として、金融
商品取引契約の締結について勧誘
金融商品取引業を行うことを目的として、金融
商品取引契約の締結について勧誘

（金融商品取引法第31条の3の2）

その業者は、金融商品取引業の登録・届出をしていますか？

その業者の所在地や電話番号は本物の登録・届出業者のものですか？
登録・届出をしていない業者への投資は要注意！

登録・届出業者を騙っている場合があります！
業者に言われた電話番号にかけずに、金融庁ホームページに掲載している登録業者一覧の
連絡先やNTTに確認した電話番号にかけるなどにより、本物の登録・届出業者かを確認して
下さい。

その業者は、現金を送らせようとしていませんか？
「現金を送れ」は詐欺！金融機関で現金を引き出す際に理由を聞かれたら、投資と言わず
に、リフォームや車の購入などとウソの理由を言うように指示されたら、これは詐欺！

その業者、本当に信用して大丈夫ですか？

様々な投資勧誘の中で、悪質業者を見抜く３つのポイント

不審に思ったら、すぐに相談してください
証券監督第１課048-613-3952

無登録業者による金商法違反行為を抑止し、その早期の取締りを可能とする観点から、平成２３年の金商
法改正により、無登録業者による広告・勧誘行為を禁止し、その違反行為を罰則化。
（１年以下の懲役若しくは100万円以下の罰金、又はこれを併科。法人に1億円以下の罰金刑を重課）

金融商品取引法上の登録を受けていないにもかかわらず、
資料にこのような記載があれば、金融商品取引法違反！

会社概要

当社に資産運用をお任せください！

会社名 ・・・・合同会社
住 所 東京都港区・・・
代表取締役 ・・・・
資本金 ・・・億円
業務内容
第二種金融商品取引業
投資運用業

電話番号 ・・・・・

金融商品取引法上の登録を受けていないにもかかわらず、
このようなWebサイトがあれば、金融商品取引法違反！

日本にお住いの方も口座開設可能！
メールアドレスとクレジットカード番号を
入力するだけ！わずか３分でFX取引開始！

FX取引口座開設

メールアドレス

カード番号

海外無登録業者にご注意ください！（当局注意喚起ページへリンク）
http://kantou.mof.go.jp/rizai/pagekthp032000222.html
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会社所在地 P.O.Box123, abc Street, xyz City

海外

～違反業者とは一切関わらないことが大切です～


